



































































人者である A.G. Watts の一連の論考である。Watts の論考では，全国キャリア・サービスが学校と
外部機関とのパートナーシップの象徴となるよう目指されていたものの，実際には政府が同時に推
進する「学校の自律性」へのコミットメントと予算の大幅削減により，当初の計画がかなり弱体化し













なものであると指摘した（Watts 1991）。この Watts の指摘した役割は元労働党政権下でも変わる
ことなく，むしろネオ・リベラルと民営化，NPM の波の中，ますますその特質を色濃くしていく





ケット・クオリティのガイダンスは提供されていないことが示された（Hughes et al. 2015）。
　このように，キャリアに関する公共政策についての先行研究では，キャリア・サービスの役割を
中心的に取り上げた公共政策および市場に関する分析が行われ，2012年改正後のキャリア教育・ガ
イダンスに関する調査も進んでいる（Ofsted 2013; BIS 2013; Career Development Institute 2015; 






























































































































（Source: NAO 2004, p.17の表を著者が翻訳）
























よりも多くなっているためである。Watts が指摘したように（Watts 2001, p.168），NAO の調査では，
当初想定していたパーソナル・アドバイザー一人当たりが担当する若者の数は，「集中的な支援を
必要とする者」が20~30人，「手厚いガイダンスが必要な者」が250 ～ 300人であるが，実際にはそれ
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　2012年改正の影響を調査した Langley らは，教育省（DfE）の Gove 大臣が下院の教育審議会（The 
Education Committee）にて「キャリア・アドバイザーの専門家集団は必要ない」（House of 
Commons 2013a, p.19）という旨の発言を行ったことを取り上げ，こうした見解が政策決定の布石と
なったと指摘する（Langley et al. 2014, p.1）。さらに大臣は，「大事なことは人々が仕事に就くため
の正しい決断をできるようにすること」であり，「高給取りのキャリア・アドバイザーの数が不十分
なことが問題なのではない」とも述べている（House of Commons 2013a, p.18）。その一方で，ビジ

















で 連 携 さ せ る「 ビ ジ ネ ス・ク ラ ス・プ ロ グ ラ ム 」を 提 供 す る 機 関 で あ る「Business in the 
Community」7，学校やカレッジと企業等とを結びつけるさまざまなプログラムを展開する「Career 
Ready」8，学校やカレッジと企業等とを結びつけることを目的とした「Education and Employers 
Taskforce」9は，社会人の仕事内容やキャリア，進路について学校で話をしてもらうプログラムを




























































していることを指摘した（National Careers Council 2014）。若者が利用するのは特に電話ヘルプラ




















ついての調査（Langley et al. 2014）では，大多数の地方当局でキャリア関連の予算も，キャリア・ア































































































































































































おいてよく対照される性質である（cf: Watts 2001, p.171）。これは，労働党政権が特に学習リスク
の高い層に対して支援を効率的に集中させる方策を採用したためであるが，ターゲット・グループ
に入らない者への支援に関する不公平感（Watts 2001, p.169; Murvey 2006）や，一貫性の欠如およ
び若者としての支援の年齢制限を超えたその後の問題なども指摘されていた（Watts 2010, p.39）。
　Watts はスコットランドとウェールズ，ニュージーランドにおけるキャリア・サービスについて，














ひ と つ は Highland and Is lands 





























（Source: Watts 2010, p.34の表からニュージーランドを削除し，翻訳した）
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29 呼称に関しては統一されているわけではない。政府文書などでは，キャリア教育（CE）と IAG と合わせて CE/
IAG などとする場合もあるが（Nicoletti and Berthoud 2010），中等教育におけるキャリア教育およびキャリア・ガ




アに関すること，⑦インターンシップや持続的雇用に関すること（DfE and BIS 2013, p.5）。
31 部門（sector）はイギリスの教育機関の種別の区分である。
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イギリスの中等学校におけるキャリア教育・ガイダンス改革の課題
 Through the Education Act 2011, schools and colleges in England were given a new 
statutory duty to secure access to independent and impartial careers guidance for their pupils 
and students. Schools and colleges are expected to provide careers guidance in link with 
employers and other third-party service providers. The objective of this study is to analyse the 
link between schools and the outside providers/employers providing careers guidance, to 
consider the ways in which the government supports the formation of partnerships, and then, to 
clarify the issues. In particular, the partnership between schools and the National Careers 
Service, and the situation regarding peripheral support services and how schools use them are 
examined. 
 The results of this study show that the mediating role of the government and the investment 
of public funds in career resources may be insufficient for the formation of partnerships between 
schools, outside institutions, and the regional community. Specifically, the government displays a 
lack of leadership in its mediating role, and despite the wide-ranging nature of the investment of 
public funds in career resources, the actual amount of funding is not particularly substantial. 
Further, this study points out that simply having a large number of supplier options does not 
necessarily constitute a rich career resource for schools.
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